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中野市中野市中野市中野市新市新市新市新市まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり計画計画計画計画【【【【新市建設計画新市建設計画新市建設計画新市建設計画】】】】のののの変更変更変更変更（（（（案案案案））））    

    

    

１１１１    新市新市新市新市まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり計画変更計画変更計画変更計画変更のののの経過経過経過経過    

 当市は、少子高齢化の進行や人口減少時代を迎え、激変する社会、経済情勢

の中、不断に行政サービスを提供できる基礎自治体を目指し「新市まちづくり

計画（新市建設計画）」を策定し、平成 17 年 4 月に市村合併を行いました。 

その後「新市まちづくり計画（新市建設計画）」については、平成 23 年 3 月

に策定した「中野市総合計画 基本構想・後期基本計画」との整合を図り、平

成 24 年 3 月に内容を一部修正し、併せて計画期間の 1 年間延長を行いました。 

 

２２２２    新市新市新市新市まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり計画計画計画計画のののの再延長再延長再延長再延長    

国では、市町村等基礎自治体の強化と、国と対等な関係による地域社会の確

立を進めており、当市でも更なる地方財政基盤の堅持と将来の財政推計の柔軟

性を高める必要があります。 

このような中、平成 24 年 6 月の国の法律改正により、東日本大震災の発生後

における合併市町村の実情を受け、旧合併特例法により地方債を起こすことが

出来る期間が「合併年度及びこれに続く 15 か年度」と 5 年間延長されました。 

当市においても、今後の人口減少による市税等の減少、高齢化による扶助費

等の増加が予想される中、予定される基幹的病院整備への財政支援や市庁舎建

設など大型事業に着実に対応する必要があります。 

これらの要因により、基礎自治体としての体制強化を更に進め、より長期的

な視点に立ったまちづくりを進めるため、新市まちづくり計画の計画期間をさ

らに 5 年間延長し平成 32 年度までとするものです。 

 

【変更する箇所】 

①「Ⅰ序論－２計画策定の方針－(３)計画期間」の計画期間に関した記述部分 

②「Ⅸ財政計画－１歳入 ２歳出」の歳入歳出に関した記述部分 

 

 

 

 

資料資料資料資料    
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■ スケジュースケジュースケジュースケジュールルルル    

    

                   （～H25.10 月） 
 

 

 

 

（                  （H25.11 月 6 日） 
 

 

 （事前協議開始 H25.10 月下旬） （正式協議終了 H25.11 月中旬） 
 

                   （（（（H25.12H25.12H25.12H25.12 月議会月議会月議会月議会））））    

 

 

 

 

１ 新市まちづくり計画変更（案）の作成 
２ 豊田地域審議会での意見聴取 

３ 長野県知事への事前協議・正式協議 

４ 市議会での議決 

５ 総務大臣及び知事への計画送付 

H25.11 月上旬 議会全員協議会説明 H25.11 月 パブリックコメント 



    

新新新新    旧旧旧旧    対対対対    照照照照    表表表表    ページ 項目名 変更後変更後変更後変更後（（（（新新新新））））    変更前（旧）  ３   ４０                      ４１ 

ⅠⅠⅠⅠ    序論序論序論序論    

２計画策定

の方針  
ⅨⅨⅨⅨ財政計画財政計画財政計画財政計画        １歳入                 歳入 

 

⑶ 計画の期間   本計画の期間は、新市の将来を展望した長期的な視点に立ったまちづくりを進めるため、平成17年度から平成32年度までの16か年とします。 
Ⅸ 財政計画  新市における財政計画は、平成 17 年度から平成 32 年度までの 16 か年について、新市の普通会計の歳入・歳出の項目ごとに、合併による歳出の削減効果、国・県による財政支援措置、新市まちづくり計画（新市建設計画）の実行に必要な経費等を反映させて算定しています。 
１ 歳入 

⑴ 地方税 過去の実績や固定資産税の評価替による影響を加味して算定しています。  ⑵ 地方譲与税  平成 25年度以降は、同額として算定しています。 
⑶ 地方交付税    合併に伴う算定の特例（合併算定替）に、地方財政計画、人口減少等を加味して算定しています。 
⑷ 国庫支出金・県支出金    扶助費の伸び率の実績、予定されている普通建設事業費等を加味して算定しています。 
⑸ 繰入金   年度間の財源調整をするための財政調整基金、減債基金、公共施設等整備基金等からの繰入金を算定しています。 

⑹ 地方債    新市まちづくり計画（新市建設計画）等の実行に必要な合併特例債や通常債等を算定しています。 
⑺ その他    過去の実績等により算定しています。 【 歳 入 】         （単位：百万円） 区 分 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 地方税 5,423 5,497 6,044 5,812 5,577 5,432 5,570 5,468 5,394 5,370 5,198 地方譲与税 555 649 287 277 261 253 247 231 223 223 223 地方消費税交付金等 817 776 678 652 623 627 596 558 573 894 1,009 地方交付税 5,982 5,635 4,705 6,355 6,057 6,349 6,469 6,166 6,128 6,099 6,190 分担金・負担金 75 78 68 72 89 83 83 80 80 80 80 使用料・手数料 473 466 518 513 503 481 481 481 478 479 475 国庫支出金 1,247 788 1,495 1,324 2,880 1,756 1,767 1,600 1,782 1,658 1,557 県支出金 849 619 795 1,301 980 1,362 1,146 909 970 894 896 財産収入 47 47 389 66 59 281 225 134 96 96 97 寄附金 3 12 3 5 17 5 6 7 3 3 3 繰入金 202 570 678 673 920 840 893 39 142 61 504 繰越金 174 682 288 298 350 413 435 466 412 414 415 諸収入 837 704 731 1,912 836 876 955 879 878 880 880 地方債 1,713 1,040 1,230 788 1,811 2,341 1,832 2,296 2,170 2,170 2,752 計 18,397 17,563 17,909 20,048 20,963 21,099 20,705 19,314 19,329 19,321 20,279 

 

⑶ 計画の期間   本計画の期間は、新市の将来を展望した長期的な視点に立ったまちづくりを進めるため、平成 17 年度から平成 27年度までの 11か年とします。    
Ⅸ 財政計画  新市における財政計画は、平成 17 年度から平成 27 年度までの 11 か年について、新市の普通会計の歳入・歳出の項目ごとに、合併による歳出の削減効果、国・県による財政支援措置、新市まちづくり計画（新市建設計画）の実行に必要な経費等を反映させて算定しています。 
１ 歳入 

⑴ 地方税 平成 24 年度以降は、同額として算定しています。  ⑵ 地方譲与税  平成 24年度以降は、同額として算定しています。 
⑶ 地方交付税    合併に伴う算定の特例（合併算定替）に、地方財政計画、人口減少等を加味して算定しています。 
⑷ 国庫支出金・県支出金    扶助費の伸び率の実績、予定されている普通建設事業費等を加味して算定しています。 
⑸ 繰入金   年度間の財源調整をするための財政調整基金、減債基金等からの繰入金を算定しています。  
⑹ 地方債    新市まちづくり計画（新市建設計画）等の実行に必要な合併特例債や通常債等を算定しています。 
⑺ その他    過去の実績等により算定しています。 【 歳 入 】         （単位：百万円） 区 分 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 地方税 5,423 5,497 6,044 5,812 5,577 5,432 5,371 5,411 5,411 5,411 5,411 地方譲与税 555 649 287 277 261 253 240 234 234 234 234 地方消費税交付金等 817 776 678 652 623 627 597 556 556 556 556 地方交付税 5,982 5,635 4,705 6,355 6,057 6,349 6,290 6,050 5,961 5,965 5,956 分担金・負担金 75 78 68 72 89 83 78 81 81 81 81 使用料・手数料 473 466 518 513 503 481 480 454 454 454 454 国庫支出金 1,247 788 1,495 1,324 2,880 1,756 1,842 1,738 1,635 1,914 1,492 県支出金 849 619 795 1,301 980 1,362 1,112 896 992 1,028 1,060 財産収入 47 47 389 66 59 281 205 68 68 68 68 寄附金 3 12 3 5 17 5 4 3 3 3 3 繰入金 202 570 678 673 920 840 702 535 734 620 677 諸収入 1,011 1,386 1,019 2,210 1,186 1,289 1,330 1,212 1,212 1,212 1,212 地方債 1,713 1,040 1,230 788 1,811 2,341 1,876 2,480 2,390 2,694 1,371 計 18,397 17,563 17,909 20,048 20,963 21,099 20,127 19,718 19,731 20,240 18,575 平成 17 年度から平成 22 年度までは決算額。 

３ 



    

ページ 項目名 変更後変更後変更後変更後（（（（新新新新））））    変更前（旧）                       ４２ 

                      ２歳出 

                                                                                平成17年度から平成24年度までは決算額。  
２ 歳出 

⑴  人件費    議員共済、一般職の減員分、退職者数等を見込んで算定しています。 
⑵ 扶助費   伸び率の実績等から算定しています。 
⑶ 公債費   償還計画から算定しています。 
⑷ 普通建設事業費   新市まちづくり計画（新市建設計画）に基づく事業のほか、実施計画、公共施設等の整備計画、その他予定される事業等を見込んで算定しています。 
⑸ 物件費  平成 24年度決算を基に推計し、経費削減に努めることとして算定しています。 
⑹ 積立金  年度間の財源調整をするための財政調整基金、減債基金、公共施設等整備基金等への積立金を算定しています。 
⑺ 繰出金   介護保険事業特別会計、下水道事業特別会計等の収支見通しを勘案して算定しています。 

⑻ その他    過去の実績等により算定しています。      

【 歳 入 】   （単位：百万円） 区 分 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 地方税 5,238 5,227 5,085 5,074 5,064 地方譲与税 223 223 223 223 223 地方消費税交付金等 1,071 1,071 1,071 1,071 1,071 地方交付税 5,984 5,929 5,855 5,730 5,597 分担金・負担金 80 80 80 80 80 使用料・手数料 468 462 456 450 443 国庫支出金 1,476 1,603 1,606 2,002 2,010 県支出金 899 901 903 905 907 財産収入 97 97 97 97 98 寄附金 3 3 3 3 3 繰入金 621 528 695 991 813 繰越金 414 411 409 408 412 諸収入 881 884 887 888 887 地方債 2,285 1,608 1,574 1,695 1,862 計 19,740 19,027 18,944 19,617 19,470 

                      
２ 歳出 

⑴ 人件費    議員共済、一般職の減員分、退職者数等を見込んで算定しています。 
⑵ 扶助費   伸び率の実績等から算定しています。 
⑶ 公債費   償還計画から算定しています。 
⑷ 普通建設事業費   新市まちづくり計画（新市建設計画）に基づく事業のほか、実施計画、公共施設整備・市有地利活用計画、その他予定される事業等を見込んで算定しています。 
⑸ 物件費  平成 24年度以降は、同額として算定しています。 
⑹ 積立金  年度間の財源調整をするための財政調整基金、減債基金等への積立金を算定しています。 
 

⑺ 繰出金   介護保険事業特別会計、下水道事業特別会計等の収支見通しを勘案して算定しています。 

⑻ その他    過去の実績等により算定しています。 
４ 



    

 ページ 項目名 変更変更変更変更後後後後（（（（新新新新））））    変更前（旧） ４３ 歳出 

                                                                        平成17年度から平成24年度までは決算額。    

【 歳 出 】         （単位：百万円） 区 分 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22 年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 人件費 3,616 4,002 3,824 3,752 3,668 3,242 3,386 3,155 3,148 3,048 3,223 扶助費 1,434 1,468 1,603 1,691 1,741 2,363 2,476 2,363 2,424 2,442 2,459 公債費 2,420 2,690 2,476 2,413 2,436 2,250 2,227 2,245 2,253 2,324 2,317 普通建設事業費 2,207 1,338 2,238 2,071 3,077 2,915 2,311 1,588 2,258 1,798 2,598 災害復旧事業費 62 55 2 0 193 119 0 11 0 0 0 物件費 2,581 2,143 2,212 2,225 2,419 2,835 3,056 3,050 3,060 3,015 2,987 維持補修費 644 207 323 249 313 366 473 406 342 347 351 補助費等 2,314 2,121 2,105 2,172 2,959 2,085 2,141 2,048 2,060 2,490 2,526 積立金 299 1,123 617 2,435 1,051 1,618 1,160 1,137 337 448 385 投資及び出資金 0 0 0 6 0 0 0 20 0 0 0 貸付金 300 218 225 325 293 341 351 356 359 359 359 繰出金 1,890 1,910 1,986 2,359 2,401 2,530 2,659 2,524 2,674 2,635 2,660 計 17,767 17,275 17,611 19,698 20,551 20,664 20,240 18,903 18,915 18,906 19,865 【 歳 出 】   （単位：百万円） 区 分 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 人件費 3,173 3,123 3,248 2,973 3,073 扶助費 2,475 2,489 2,504 2,517 2,530 公債費 2,338 2,384 2,375 2,419 2,452 普通建設事業費 2,770 2,085 1,902 2,605 2,576 災害復旧事業費 0 0 0 0 0 物件費 2,959 2,924 2,889 2,855 2,821 維持補修費 351 351 351 351 351 補助費等 2,054 1,940 1,973 2,137 1,870 積立金 228 304 228 228 228 投資及び出資金 0 0 0 0 0 貸付金 359 359 359 359 359 繰出金 2,622 2,659 2,707 2,761 2,800 計 19,329 18,618 18,536 19,205 19,060 

平成 17 年度から平成 22 年度までは決算額。  

【 歳 出 】         （単位：百万円） 区 分 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22 年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 人件費 3,616 4,002 3,824 3,752 3,668 3,242 3,302 3,054 3,266 3,216 3,358 扶助費 1,434 1,468 1,603 1,691 1,741 2,363 2,475 2,480 2,520 2,578 2,637 公債費 2,420 2,690 2,476 2,413 2,436 2,250 2,226 2,259 2,290 2,300 2,301 普通建設事業費 2,207 1,338 2,238 2,071 3,077 2,915 1,986 1,820 2,438 2,945 1,093 災害復旧事業費 62 55 2 0 193 119 0 0 0 0 0 物件費 2,581 2,143 2,212 2,225 2,419 2,835 3,053 3,260 3,260 3,260 3,260 維持補修費 644 207 323 249 313 366 375 311 311 311 311 補助費等 2,314 2,121 2,105 2,172 2,959 2,085 2,198 2,046 2,046 2,046 2,046 積立金 299 1,123 617 2,435 1,051 1,618 1,150 1,132 281 281 281 投資及び出資金 0 0 0 6 0 0 0 20 0 0 0 貸付金 300 218 225 325 293 341 351 394 394 394 394 繰出金 1,890 1,910 1,986 2,359 2,401 2,530 2,711 2,640 2,624 2,609 2,593 計 17,767 17,275 17,611 19,698 20,551 20,664 19,827 19,416 19,430 19,940 18,274 

 

 

５ 


